






Act 1985）に代わる統括法としての会社法として，2006年会社法（Companies Act 2006）が制
定された⑴。2006年会社法は，イギリスの国際的競争力を高めるために会社法を現代化すること
を目的として制定されたものであり，全体として簡素化，透明化が図られている。イギリス会社
法の改正は，1990年代の後半より始まり，旧貿易産業省（Department of Trade and Industry, 
DTI）⑵に設けられた会社法検討運営委員会（Company Law Review Steering Group, CLRSG）
を中心に行われた。同委員会により，一連の審議文書（consultation documents）が公表され，
会社法の問題点と改正内容が審議された。その端緒は，1998年 3 月に公表されたModern 
Company  Law For a Competitive Economy であり，この後，本文書で問題とされた点を具体的
に検討するために，一連の審議文書が11公表されている。2001年 7 月には，それまでの審議文書
を統括して， Modern Company Law For a Competitive Economy, Final Report と題する最終報
告書が公表された。
　これら一連の審議文書を受けて，2002年と2005年に白書（white paper）が公表された。この
後，2005年11月に，Company Law Reform Bill と題する改正法案が公表され，更に，2006年 6
月にこの改正法案の改訂版が公表され，名称もCompanies  Bill と改称された。










































　⑴　全額払込済無償株（fully paid bonus shares）として割当てられる未発行株式の払込み


























改正条項を設けた（White Paper（2002），Draft Clause, cl. 48）。また2005年の白書では，株式
プレミアム勘定を創立費の償却に利用する規定は，改正法案から削除することが明示された
（White Paper（2005），par. 4. 8）。そして，それまでの見解を整理，統合する形で，2005年の改
正法案では，以下の場合にのみ株式プレミアム勘定を利用することができるという規定が設けら












⑴　全額払込済無償株（fully paid bonus shares）として割当てられる未発行株式の払込　　





   株式プレミアム勘定の性格
















  裁判所の認可については，始め全面的廃止の方向であったが（CLRSG（1999a） par. 5. 4, 
CLRSG（1999b） par. 3. 28），選択肢の一つとして認めるべきであるという意見が強く，現行規
定も残す考えに変った（CLRSG（2000b）par. 7. 9，Final Report（2001）par. 10. 6）。また公開
会社に対しては，減資に対する異議を裁判所に求める権利を債権者に認めるものとした。
  2002年の白書では，それまでの審議文書の提案を受けて，以下の内容による条項の草案が定め
られた（White Paper（2002），Draft Clause, cl. 51, 63）。











に対してはこの規定を適用しないことにした（White Paper（2005），par. 4. 8）。そして，同年
の改正法案では，株式有限責任私会社（private company limited by shares）に対して，以下の








　⑴　未払込資本金（share capital not paid up）に対する払込責任の解除，減免
　⑵　①  欠損が生じているか，利用可能な資産によって裏付けられていない払込済資本金
（paid-up share capital） の切捨て（cancel）（無償減資）
　　　②　必要とする以上の払込済資本金の株主への払戻し（repay）（有償減資）










































　以上のような論議を踏まえて，2006年会社法では，減資差益（reserve arising from  reduction 






















　TECH 01/09, Guidance on the  Determination of Realised Profits and  Losses in the Context 
of Distributions Under the  Companies Act 2006.
　この指針では，裁判所の認可に基づいて行われる減資に伴って生じる減資差益について次のよ













































　③　2004年会社法（Companies Act （Audit, Investigations and Community Enterprise）2004）
　　　2006年会社法の完全実施は，2009年10月である。 
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